
 

 

1 

重要事項説明書 (通所リハ) 
2024.11.1      

医療法人社団 仁水会      

                   通所リハビリテーション     

                       介護予防通所リハビリテーション 

                     ふれあい倶楽部 

Ⅰ．事業の目的及び運営の方針 

１．事業の目的 

・医療法人社団仁水会が開設する 通所リハビリテーション ふれあい倶楽部が行う通所リ

ハビリテーションの事業（以下「本事業」という）の適正な運営を確保するために人事及

び管理運営に関する事項を定め、事業所の従事者が、要介護状態または要支援状態にあ

る高齢者に対し、適正な通所リハビリテーションサービスを提供することを目的とする。 

２．運営の方針 

・本事業所は、要支援・要介護の方々が居宅において、その有する能力に応じ自立した日常

生活を営むことができるよう、理学療法、作業療法その他必要なリハビリテーションを

行うことにより、利用者の心身機能の維持回復を図る。      

・指定通所リハビリテーションは、利用者の要介護状態の軽減若しくは悪化の防止又は要

介護状態となることの予防に資するよう、その目的を設定し計画的に行う。 

・指定通所リハビリテーションの実施にあたっては、居宅介護支援事業者、地域包括支援

センター、その他保健医療サービスまたは福祉サービスを提供する者との密接な連携を

図り、関係市町村とも連携し、総合的なサービスの提供に努める。 

 

Ⅱ．事業者（法人）・事業所の概要 

１． 事業者（法人）の概要 

 名称：   医療法人社団 仁水会 

 代表者名： 清水 寛 

 所在地： 住所： 〒869-0532 

熊本県宇城市松橋町久具３２３番地の 1 

       ＴＥＬ：０９６４－３２－２２０７ 

              ＦＡＸ：０９６４－３３－５６９３ 

２． 事業所の概要 

名称：  通所リハビリテーション ふれあい倶楽部  

 所在地： 住所： 〒869-0532 

熊本県宇城市松橋町久具３２３番地の１ 

       ＴＥＬ：０９６４－４６－１０１１ 

              ＦＡＸ：０９６４－３３－５６９３ 

 事業所番号：４３１２３１１５０１ 

 利用定員： ４０人 
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３．事業所の職員体制 

   指定通所リハビリテーション（1単位）の従事者の職種、員数及び職務内容は次ぎの通り

とする。 

    （１）医師          １人以上（専任） 

          医師は指定通所リハビリテーション計画の策定を従業者と共同して作成すると

ともに、指定通所リハビリテーションの実施に関する従業者への指示を行う。 

    （２）専従する従業者 

          ①作業療法士・理学療法士 １人以上（人員基準を満たすように配置する） 

          ②看護職員        １人以上（人員基準を満たすように配置する） 

          ③介護職員        １人以上（人員基準を満たすように配置する） 

 ４．事業所の営業日と営業時間 

    事業所の営業日及び営業時間は、次のとおりとする。 

①営業日： 月曜日から土曜日まで 

休業日： 日曜・１２月３１日～１月３日 

②営業時間： 午前８時３０分～午後５時３０分 

サービス提供時間帯は午前９時３０分から午後４時００分とする。 

５．通常の事業の実施地域 

・ 通常の事業の実施地域： 宇城市、八代市、氷川町、美里町、宇土市、熊本市 

           （旧富合町、旧城南町） 

 

 

 

Ⅲ．通所リハビリテーション事業の提供方法及び内容 

（通所リハビリテーション事業の提供方法） 

・通所リハビリテーションの提供の開始に際し、あらかじめ利用申込者またはその家族に対

し、運営規程の概要、その他のサービスの選択に必要な重要事項を記した，本「重要事項説

明書」を交付して説明を行い、同意を得た(契約締結)後にサービスを提供するものとする。 

・通所リハビリテーションサービスの提供を求められた場合には、被保険者証により被保険

者資格、要介護認定または要支援認定の有無、有効期間を確認します。 

実施する指定通所リハビリテーションは『併設型指定通所リハビリテーション』です。 

       

  

（通所リハビリテーション事業の内容） 

・指定通所リハビリテーションは、下記の表の種類・内容のサービスを提供しますが、特に

機能回復訓練には医学的管理のもとで要支援者・要介護者に対する心身の機能の回復を図

るため、医師等の従業者が共同して作成した、リハビリテーション計画に基づき、下記（１）

を目的とし、（２）の訓練等を行います。 
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（１）目的 

               ①ＡＤＬの低下防止 

               ②ＱＯＬの維持・向上 

               ③ねたきり防止 

               ④社会性の維持・向上 

               ⑤精神状態の改善 

               ⑥その他、利用者の状態の改善 

           

（２）訓練等 

               ①治療用ゲーム、手工芸用具を使った趣味的訓練 

               ②日常生活動作に関する訓練 

               ③自助具適用・使用訓練 

               ④運動療法 

               ⑤物理療法 

               ⑥歩行訓練・基本的動作訓練 

種 類 内   容 

食  事 

栄養士の立てる献立表により、栄養と利用者の身体状態に配慮した食事

を施設内厨房で当施設の従業員が調理し提供します。 

（食事時間）１２：００前後  食事サービスの利用は任意です。 

入  浴 
一般入浴又は清拭を行います。特別入浴（寝たきり又はこれに準ずる方

の入浴）介助も可能です。  入浴サービスの利用は任意です。 

排  泄 
利用者の状況に応じて適切な排泄介助を行うと共に、排泄の自立につい

ても適切な援助を行います｡ 

機能回復 上記 

 生活指導 
利用者の生活面での指導・援助を行います｡各種レクリエーションを実

施します。 

健康チェック 血圧測定等利用者の全身状態の把握を行います。 

相談及び援助 利用者とその家族からのご相談に応じます。 

 送  迎 
当施設のマイクロバスで、職員がご自宅から施設までの送迎を行います。 

送迎サービスの利用は任意です。 

   

 

Ⅳ．利用料、その他の費用 

・指定通所リハビリテーションを提供した場合の利用料の額は、厚生労働大臣が定める基準

によるものとし、指定通所リハビリテーションが法定代理受領サービスであるときは、介護

報酬告示上の額に、各利用者の介護保険負担割合証に記載された負担割合を乗じた額とし

ます。 
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２０２４年６月より現在の利用料は次のとおりです 

ⅰ) 通所リハビリテーション費   大規模事業所（特例）（病院又は診療所） 

 所要時間６時間以上７時間未満 

 （１割） （２割） （３割） 

要介護 １   ７１５円 １,４３０円 ２,１４５円 

要介護 ２   ８５０円 １,７００円 ２,５５０円 

要介護 ３  ９８１円 １,９６２円 ２,９４３円 

要介護 ４ １,１３７円 ２,２７４円 ３,４１１円 

要介護 ５ １,２９０円 ２,５８０円 ３,８７０円 

 
＊加算 

  （１割） （２割） （３割） 

ア） 入浴介助加算  ４０円 ／日 ８０円 ／日 １２０円 ／日 

イ）リハビリマネジメント加算(２１) 
～利用開始から 6 ヶ月以内～ 

５９３円／月 １,１８６円／月 １,７７９円／月 

リハビリマネジメント加算（２２） 
～利用開始から 6 ヶ月を超えて～ 

２７３円／月 ５４６円／月 ８１９円／月 

ウ) リハ提供体制加算４（６時間以上７時間未満）  ２４円／日  ４８円／日 ７２円／日 

エ）短期集中個別リハビリテーション加算 
退院(所)日 又は 認定日より 3月以内 

１１０円／日 ２２０円／日 ３３０円／日 

オ）サービス提供体制強化加算 Ⅰ  ２２円／回  ４４円／回 ６６円／回 

カ）介護職員処遇改善加算Ⅲ 1 ヶ月の介護報酬単位数×6.6％ 

 
ⅱ）介護予防通所リハビリテーション費 

 （１割） （２割） （３割） 

要支援 １ （１月につき） ２,２６８円／月 ４,５３６円／月 ６,８０４円／月 

要支援 ２ （１月につき） ４,２２８円／月 ８,４５６円／月 １２,６８４円／月 

＊ 加算 

  （１割） （２割） （３割） 

ア） サービス提供体制強化加算Ⅰ１  
（要支援１） 

８８円／月 １７６円／月 ２６４円／月 

   サービス提供体制強化加算Ⅰ２     
（要支援２） 

１７６円／月 ３５２円／月 ５２８円／月 

イ）１２月を超えたら減算（要支援１） −１２０円／月 −２４０円／月 −３６０円／月 

  １２月を超えたら減算（要支援２） −２４０円／月 −４８０円／月 −７２０円／月 

ウ）介護職員処遇改善加算Ⅲ 1 ヶ月の介護報酬単位数×6.6％ 

 

・前記の支払いを受ける額のほか、次に掲げる費用の支払いを受けるものとします。 

(1) 食材料費：食材料費は利用者の負担となる。１食( ５５０円) 
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(2) オムツ代 ：１枚につき、(２００円) 

・上記の支払いをうける場合、その他日常生活で係る費用の徴収が必要となった場合は、  

その都度利用者又はその家族に説明し同意を得たものに限り徴収します。         

 

・ 利用料等のお支払い方法は、「自動振込み方式」を原則にします。毎月１０日頃に前月分

の請求を書面で作成しまして、２０日に引き落しとさせて頂きます。この自動振込み方

式を利用されない方には、請求書配布後２０日迄に現金にてお支払いください。 

※入金確認後、領収書を発行します。 

 

 

Ⅴ．サービス利用に当たっての留意事項 

・ 利用者は、本事業の提供を受ける際に、次の事項について留意してもらいます｡ 

（１） サービス利用の際には、介護保険被保険者証と介護保険負担割合証及び居宅介護支

援事業者が交付するサービス利用票を提示して下さい。 

（２） 入浴サービスを利用する際は、従事者の指示に従い、入浴時間、注意事項等を守っ

てください。 

（３） 機能訓練にあたっては、従事者の監視、指示の下に行ってください｡ 

（４） 送迎サービスを利用する際は所定の場所及び利用日以外での乗降は、出来ないもの

とし、走行中のマナーを守ってください｡ 

（５） サービス利用日に欠席する場合は、事前に事業所に連絡して下さい｡ 

（６） 決められた場所以外での喫煙はご遠慮ください。 

（７） 他の利用者の迷惑になる行為はご遠慮ください。 

（８） 所持金品は、自己の責任で管理してください。 

（９） 施設内での他の利用者に対する執拗な宗教活動及び政治活動はご遠慮ください。 

 

Ⅵ．苦情相談と緊急時における対応方法 

 

１．サービス内容に関する苦情等の相談窓口 

・ 窓口責任者： 白石
しらいし

 敬済
たかずみ

 

・ ご利用時間： ８：３０～１７：３０ 

・ ご利用方法： 電話（０９６４－４６－１０１１） 

  面接（当施設相談室） 

 

２．緊急時における対応方法 

・ 通所リハビリテーション従業員は、利用者の病状に急変、その他緊急事態が生じた時は、 

速やかに主治医、救急隊、緊急時連絡先（ご家族）、居宅サービス計画を作成した居宅介

護支援事業所に連絡する等の措置を講じます。 

下記に利用者の主治医と緊急時連絡先（家族等）を明示していただきます。 
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主治医 

病院名及び所在地 

 

 

 

氏  名  

電話番号  

緊急時連絡先（家族等） 

氏名（続柄）  

住  所 
 

 

電話番号  

 

３．非常災害時の対応 

・消防法施行規則第３条に規定する消防計画及び風水害計画、地震等の災害に対処する計画

に基づき、また消防法８条に規定する防火管理者を設置して非常災害対策を行います。 

 

Ⅶ．秘密保持と運営に関する事項 

 

１．秘密の保持 

・通所リハビリテーション従業員は、正当な理由なく、業務上知り得た利用者またはその家

族の秘密を漏らしません。 また従業者であった者に、業務上知り得た利用者又は家族の秘

密を保持させるため、 従業者でなくなった後においても、これらの秘密を保持させるべき

旨を従業者との雇用契約の内容としています。 

但し、サービス担当者会議等において、利用者やその家族に関する情報を用いる必要があ

る場合は、使用目的等を説明し、同意を得ることとします。別紙① 

 

２．市町村に対する通知 

・利用者が以下に定めるいずれかに該当する場合は、市町村に対し通知します。 

一．正当な理由なく、介護保険法第２４条第２項に規定する介護給付等対象サービスの利

用に関する指示に従わないことなどにより、要介護状態等の程度を増進させたと認め

られるとき。 

二．偽りその他不正の行為によって保険給付の支給を受け、または受けようとした     

とき。 

 

３．記録類の整備と保管 

通所リハビリテーション計画等の記録その他の指定通所リハビリテーション提供に関する

記録を整備するとともに、完結の日から５年間保存します。必要がある場合は閲覧及び自費

による複写を求めることが出来ます｡  

 

Ⅷ．ハラスメントの防止対策 

指定通所リハビリテーションは、介護現場で働く職員の安全確保と安心して働き続けら

れる労働環境が築けるようハラスメントの防止に取り組みます。 
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１． 通所リハビリテーション内において行われる優越的な関係を背景とした言動や、業

務上必要かつ相当な範囲を超える下記の行為は許容しません。 

① 身体的な力を使って危害を及ぼす（及ぼされそうになった）行為 

② 個人の尊厳や人格を、言葉や態度によって傷つけたり、おとしめたりする行為 

③ 意に沿わない性的言動、好意的態度の要求等、性的ないやがらせ行為 

２． ハラスメント事案が発生した場合、マニュアルなどを基に即座に対応し、再発防止会

議等により、同時案が発生しない為の再発防止策を検討します。 

３． 職員に対し、ハラスメントに対する基本的な考え方について研修などを実施します。

また、定期的に話し合いの場を設け、介護現場におけるハラスメント発生状況の把握に

努めます。 

 

Ⅸ.感染対策等 

指定通所リハビリテーションにおいて感染症が発生し、又はまん延しないように次の各号

に掲げる措置を講じるものとします。 

１．事業所における感染症の予防及びまん延防止のための対策を検討する委員会 （テレ

ビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。）をおおむね６月に１回以上開

催するととともに、その結果について、従業者に周知徹底を図ります。 

２．事業所における感染症の予防及びまん延防止のための指針を整備します。 

３．事業所において、従業者に対し、感染症の予防及びまん延の防止のための研修及び 

訓練を定期的に実施します。 

 

Ⅹ.虐待の防止 

指定通所リハビリテーションは、利用者の人格を尊重する視点に立つサービスに努め、 

また、虐待の防止に必要な措置を講じるとともに、虐待を受けている恐れがある場合には 

直ちに防止策を講じます。 

１．虐待防止のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等を活用して行うことがで

きるものとする。）を定期的に開催するとともに、その結果について事業所職員に周

知徹底を図ります。 

２.虐待の防止のための指針を整備します。 

３.事業所職員に対して虐待を防止するための定期的な研修を実施します。 

４.虐待防止のための措置を適切に実施するために、虐待防止担当者を配置します。 

 虐待防止に関する担当者：白石 敬済 

 

Ⅺ.身体的拘束の適正化について 

原則として利用者に対して身体拘束を行わないものとします。ただし、自傷他害等の恐れ 

がある場合など、利用者本人または他人の生命・身体に対して危険が及ぶことが考えられ 

るときは、利用者または家族に対して説明し同意を得たうえで、必要最小限の範囲内で行 

います。その場合は、身体拘束を行った日時、理由及び様態等についての記録を行うこと 

とし、議論を行い、早期に拘束を解除する努力をします。 

 

Ⅻ.業務継続計画（ＢＣＰ）について 

１．感染症や非常災害の発生時において、利用者に対する本サービスの提供を継続的に実

施するための計画、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（業務継続
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計画）を策定し、当該業務継続計画に従い必要な措置を講じます。 

 ２．従業者に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及び訓練を実施

します。 

 ３．定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変更を行います。 

 

以上 

 

上記の重要事項の説明を証するために、本証及び重要事項説明書・承諾書を２通作成し、

契約者、事業者が署名捺印の上、各１通ずつ保有するものとします。 
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別紙① 

 

 

 

医療法人社団 仁水会（以下、「法人」という。）における個人情報の利用目的

は以下の通りです。 

 

《サービス提供に伴う利用目的》 

・ 利用者等に提供する介護サービス 

・ 他のサービス事業者、医療機関との連携 

・ 他のサービス事業者、医療機関からの照会への回答 

・ 利用者の診療等に当たり、外部の医師等の意見・助言を求める場合 

・ ご家族等への病状・心身状態等の説明 

・ その他、利用者に係る事項 

 

《介護報酬等の請求のための事務》 

・ 法人での介護保険、公費負担に関する事務及びその委託 

・ 審査支払い機関へのレセプト等の提出 

・ 審査支払い機関または保険者等からの照会への回答 

・ その他、利用者への介護保険事務に関する利用 

 

《管理・運営業務》 

・ 会計・経理 

・ 事故等の報告 

・ 損害賠償に係る保険会社等への相談または届出等 

・ 当該利用者への介護・医療サービスの向上 

 

《その他の利用目的》  

・ 福祉・介護・医療サービスや業務の維持・改善の基礎資料 

・ 学生等の実習への協力 

・ 介護の質の向上を目的とした事例研究等 

・ 外部監査機関等への情報提供 

 

 

 

※上記のうち、他の事業者・医療機関等への情報提供について同意しがたい

事項がある場合には、その旨をお申し出ください。なお、お申し出がないも

のについては、同意いただけたものとしてお取扱い致します。 

個人情報の利用目的 


